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上で，わが国に生じうる判決国，承認国となる可能性について検討する。























混乱が生じうるという。Trevor C Hartley，Libel tourism - a solution in sight, Northern 
Ireland Legal Quarterly, 63（1） 2011, p.87.
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れている。従来，アメリカ法律協会の 1938 年不法行為リステイトメント 578
条においてはMPルールが採用されている一方 40，裁判例の中には 1886 年に
SPルールに立っているとみなしうるもののがあったとされる 41 といった状態
であった。そのような中，MPルールか SPルールかについて，米国で明確な
結論が下されたのは，英国の Duke of Brunswick v. Harmerケースが下され
てからおよそ百年を経た後の 1948 年の Gregoire v. GP Put-nam’s sonsケー
ス42であった 43。同判決は当時においてもMPルールは既に時代遅れと評し，最
初の発行年のみを出訴期限の起算点とする SPルールを採用するとした。なお，
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いる。一つ目としては，1992 年にニューヨーク地裁で下された Bachchan v. 






要求とは，Philadelphia Newspapers v. Heppsケース 55 で提示された，名誉毀
損訴訟においては，原告が過失同様に，虚偽であることを証明する責任を負う，
を指すとした。二つ目のものとして，1997 年にマリーランド州高裁で下され
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が用いられるに至り 64，結局，2010 年，連邦法である SPEECH Act（Securing 
the Protection of our Enduring and Established Constitutional Heritage 
Act）がライベルツーリズムの対抗立法として制定されることになる65。同法は，
連邦法である合衆国法典 28 章 4101 条から 4015 条に取り込まれた。以下，本
稿に必要な箇所について条文訳を示す。
「4102 条 - 外国名誉毀損判決の承認
（a）修正第一条要件
（1）一般
63　881 N.E.2d 830 （N.Y. 2007）; 518 F.3d 102, 105 （2d Cir. 2008）.
64　この点については，以下のURL参照。https://cohen.house.gov/press-release/president-
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外国判決の対象となっている情報が米国において提供されたものである場合，
他の連邦法及び州法の規定に関わらず，米国裁判所に 1934 年通信品位法 230











































及び 2018 年 12 月現在英国が構成国となっている EUでの法制の現況につき分
析する。
66　Manzo, supra note（49）, p.161（note32）.
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まずMPルールは，2013 年名誉毀損法 8 条により，改正されるに至った。
すなわち，8条は以下のように規定する。
「第 8条 単一公表ルール





（3） 1980 年出訴期限法第 4A条（名誉毀損の出訴期限等）の目的のために，引
き続いて行われた公表に対する名誉毀損の訴因は，第 1の公表の時点で発生
したものとして扱う」
67　Peter Arnt Nielsen, Libel Tourism: English and EU Private International Law, 
Journal of Private International Law, 9（2） 2013 p.272.
68　岡久「前掲論文」注（4）3頁以下。なお翻訳文に際しては，同論文に依拠した。
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これにより，訴訟原因は単一なものとされ，Duke of Brunswickケースが
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71　但し，2013年名誉毀損法の注釈では，9条については，原告が他国で公正な裁判を受けら
れないと考えられる理由の有無については，裁判所は考慮すべきとされる。同注釈は以下の
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raise/publications/2013/ﬁnance_personnel/9013.pdf（as of December 17, 2018）
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判管轄に関する 2002 年の Dow Jones & Co. v. Gutnickケース 77 である。本件
は，米国において，出版された”Barron's”の記事において名誉を毀損された
とし，ヴィクトリア州にドミサイルを有する Gutnickが，Barron'sの出版社








74　この点， Ursula Connolly, Multiple Publication and Online Defamation - Recent Reforms 
in Ireland and the United Kingdom, Masaryk University Journal of Law and Technology, 
6（1） 2012, pp.42.
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December 17, 2018）
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アが管轄を有するとされた。また，FNCの法理はオーストラリアでも Voth v. 












79　Garnett, supra note（41）, p.81.
80　[1990] HCA 55:この判決については，岡野祐子「オーストラリア裁判所の裁量権行使：
Voth判決からDobson判決に至るまで」法と政治64巻3号（2013）9頁以下。
81　Garnett, supra note（41）, p.81.
82　これらの判例については，Mariottini, Freedom of Speech and Foreign Defamation 
Judgments: From New York Times v Sullivan via Ehrenfeld to the 2010 SPEECH Act, 
in: Burkhand Hess, Cristina M. Mariottini, Proteciting Privacy in Private international 
and Procedual law and by Data Protection, Nomos Verlagsgesellschaft 2015, pp.150.
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背景には英国法を継受しつつ，米国法の法理の拒絶（例えば，「現実の悪意」
の法理の不採用を明示したHill v. Church of Scientologyケース 83）の立場を明
確にしている点が挙げられよう 84。加えて，名誉毀損の国際裁判管轄について
は，オーストラリアの Dow Jones & Co.ケースと類似の立場を取ったものが

















83　[1995] 2 S.C.R. 1130：この判決については，松井茂紀『カナダの憲法』（岩波書店，2012）
203頁以下。
84　両国の実体法の差異については，Eugénie Brouillet, Free Speech, Reputation, and The 
Canadian Balance, New York Law School Law Review, 50（1） 2006, pp.39
85　[2012] 1 S.C.R. 666.
86　但し，FNCの法理は，カナダとオーストラリアではその発動の要件には差異がみられる
とされる。原則として英国の前掲Spiliadaケースを踏襲するカナダに対し，オーストラリ
アは明白性の要件を加え，その発動を制限する。Torremans（ed.）, supra note（10）, p.394.
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ている（ハーグ判決プロジェクト）が，2018 年 5 月に公表した 2018 年条約草
案においては，2条の適用範囲外の事項としてその（K）に「名誉毀損」が挙
87　Jan-Jaap Kuipers, Personality rights, in: Jürgen Basedow, Giesela Rühl, Franco 
Ferrari, Pedro de Miguel Asensio（ed.）, Encyclopedia of Private International law, Vol.2 
Edward Elgar Publishing 2017, p.1351.
88　実体法の統一が条約で図られたとしても，訴訟制度の差異や条約の解釈の差が生じうる
ため，必然的にライベルツーリズムをはじめとする，フォーラムショッピングの消滅を
促すまではいかないであろう。この点，Franco Ferrari, >>Forum Shopping<< Despite 
International Uniform Contract Law Convention, in : Ingeborg Schwenzer und Günter 
Hager, Festschrift für Peter Schlechtriem, Mohr Siebeck 2003, pp.353.
89　同条約の締約国については，以下のURL参照。https://www.hcch.net/en/instruments/
conventions/status-table/?cid=78 （as of December 17, 2018）
90　Jan-Jaap Kuipers, supra note（87）, p.1358.
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実体法については，統一をみない 92 のみならず，そもそも EUが権限を持つか
どうかといった上位レベルでの問題が解消されておらず，早期での統一法の
策定は期待できない 93。なお，MPルールについてであるが，この点については
欧州人権裁判所の興味深い判例がある。同裁判所は，2009 年 3 月 13 日 Times 










7900-49f3-9a94-aa0ffbe0d0dd.pdf（as of December 17, 2018）; 対象外となった経緯について
は，Cristina M. Mariottini, The Exclusion of Defamation and Privacy from The Scope of 
The Hague Draft Convention on Judgment, Yearbook of Private International Law, Vol. 
19 2018, pp.477.
92　European Parliament, Working Document of 23 June 2010 on the amendment of 
Regulation （EC） No 864/2007 on the law applicable to non-contractual obligations 
（Rome II）, 2.; at http://www.europarl.europa.eu/meetdocs/2009_2014/documents/juri/dv/
romeii_23062010_/romeii_23062010_en.pdf （as of December 17, 2018）
93　Bogdan, Some Reﬂections on Contracts and Torts in Cyberspace in View of Regulations 
Rome I and Rome II, in: Convergence and Divergence in Private International Law - 
Liher Amicorum Kurt Siehr, Schulthess/Eleven 2010, p.387.
94　Applications nos. 3002/03 and 23676/03, [2009] ECHR 451.
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債務の準拠法に関する 2009 年 1 月 11 日 EU規則（ローマⅡ規則）が存在する










スの出版物を通じた名誉毀損の国際裁判管轄については，Shevill v. Press 
Alliance SAケース 96 があり，各国の損害ごとに管轄を認めるべきとする対応
が取られてきた。その後，人格権侵害との位置づけであるが，インターネッ
トを介した不法行為訴訟が問題なった eDate Advertising GmbH v. X and 
Olivier Martinez and Robert Martinez v. MGN Limitedケース 97 において，
損害賠償請求につき，侵害者の業務地または被侵害者の利益の中心地に，損
害全体の管轄を認め，加えて，アクセス可能地にその主権領域において発生
した損害のみを扱う権限を認めた。更に，2017 年 10 月に，エストニア裁判所
から ECJに先決裁定を求められた Bolagsupplysningen OÜ, Ingrid Ilsjan v. 
95　ローマⅡ規則において名誉毀損が除外されている経緯については，Meier, supra note（24）, 
pp.494: わが国でこの点の制定過程を解説するものとして，出口耕自「ローマⅡおよび通則
法における名誉毀損」上智法学論集54巻2号（2010）5頁以下。




97　Joined Cases C-509/09 and C-161/10, [2011]ECR-I-10269:この判決については，安達栄司
「インターネットにおける人格権侵害の国際裁判管轄」国際商事法務41巻2号（2013）282頁。
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の民事判決と同様に，ブリュッセル Ia規則 45 条により規律される。表現の自
由との観点では，承認国が「明らかに公序に反する」と判断した場合に，45
条 1 項（a）に該当すると考えられている。ところで，ブリュッセル Ia規則の
公序は，国家法的公序であるのか，それとも EU法的公序であるのかについ
ては争いがある。この点，ECJは Dieter Krombach v. André Bamberskiケー
98　Case C-194/16, ECLI:EU:C:2017:766.
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域内でのこれを侵害するような判決については，ブリュッセル Ia規則 45 条 1
項（a）に基づいて執行が拒絶されうるとの見解が示されている 102。













102　Nielsen, supra note（67）, pp.284: See also Jan-Jaap Kuipers, supra note（87）, p.1358.
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論をせずに 2012 年 12 月 12 日に発効したばかりであることから，名誉毀損に
特化したものを期待することは難しいとし 105，抵触法の統一が現在のところの
解決策とされる 106。
103　Connolly, supra note（74）, p.46.
104　Meier, supra note（24）, pp.492; Nielsen, supra note（67）, pp.287.
105　Nielsen, supra note（67）, p.280.
106　Meier, supra note（24）, p.494.
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う。以下では，これらの要件につき検討を行う 108。
まず民訴法 118 条 1 号であるが，名誉毀損事件の間接管轄については，わが
国には明文の規定はない。このような状況で最高裁は平成 26 年 4 月 24 日判決







国では，被告の住所地（民訴法 3条の 2）及び不法行為地（民訴法 3条の 3第
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可能であることの確認訴訟は，わが国の裁判所で可能であろうか。この点，外
国離婚判決の無効確認請求については，従前より議論がなされてきた。裁判例















月 30 日判時 1439 号 138 頁，東京地判平成 23 年 3 月 28 日判タ 1351 号 241 頁，
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る。これについては，東京高判平成 15 年 10 月 30 日（LEX/DB2809123）が，「本













































































の普通の注意と読み方，が基準とされる（最判昭和 31 年 7 月 20 日民集 10 巻





































































主張である。例えば，2010 年に英国裁判所に提起された名誉毀損事件の 83 件
のうち 3件のみが外国人原告であったとし，その影響の過大評価を問題視す






129　Connolly, supra note（74）, p.45.
130　Ibid.
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